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第５３号　議案

　

第１条　 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ３，３９６千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出

　予算補正」による。

平成２５年　６月１３日　提出
朝倉市長　　　森　田　俊　介　　　　　

平 成 ２５ 年 度　  朝 倉 市 下 水 道 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算（第１号）

平成２５年度朝倉市の下水道事業特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

　それぞれ２，１１４，５６８千円とする。
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、 「第１表 歳入歳出



第１表　歳入歳出予算補正

     （歳        入） (単位：千円)

款 項

 5 繰入金 ７５９，２２３ △３，３９６ ７５５，８２７

 1 繰入金 ７５９，２２３ △３，３９６ ７５５，８２７

２，１１７，９６４ △３，３９６ ２，１１４，５６８

補 正 前 予 算 額 補 正 予 算 額 補 正 後 予 算 額

歳 入 合 計



     （歳        出） (単位：千円)

款 項

 2 下水道事業費 １，５０８，６１４ △３，３９６ １，５０５，２１８

 1 建設事業費 １，１６７，３７３ △２，０３９ １，１６５，３３４

 2 維持管理費 ３４１，２４１ △１，３５７ ３３９，８８４

２，１１７，９６４ △３，３９６ ２，１１４，５６８

補 正 前 予 算 額 補 正 予 算 額 補 正 後 予 算 額

歳 出 合 計





平　成 ２５  年　度

朝倉市下水道事業特別会計補正予算に関する説明書





１．総括 歳入歳出補正予算事項別明細書

（歳　入） (単位：千円)

款

 5 繰入金 759,223 △3,396 755,827

2,117,964 △3,396 2,114,568

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計



（歳　出） (単位：千円)

款

 2 下水道事業費 1,508,614 △3,396 1,505,218 0 0 0 △3,396

2,117,964 △3,396 2,114,568 0 0 0 △3,396歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他



２．歳入

（款）   5 繰入金 （項）   1 繰入金 （単位 ： 千円）

節   

目

 1 一般会計繰入金 759,223 △ 3,396 755,827  1 一般会計繰入金（公共下 △ 2,557 【都市建設部下水道課】

水道事業） 職員給繰入金（公共） △ 2,557

 2 一般会計繰入金（特定環 △ 839 【都市建設部下水道課】

境保全公共下水道事業） 職員給繰入金（特環） △ 839

計 759,223 △ 3,396 755,827

補 正 前 の 額 補 正 額 計
区 分 金 額

説 明



３．歳出

（款）   2 下水道事業費 （項）   1 建設事業費 （単位 ： 千円）

節       

目

 2 流域関連公 1,043,732 △1,767 1,041,965 0 0 0 △1,767  2 給料 △1,432

共下水道事  3 職員手当等 △21

業費  4 共済費 △314

 3 特定環境保 29,805 △272 29,533 0 0 0 △272  2 給料 △223

全公共下水  4 共済費 △49

道整備費

計 1,167,373 △2,039 1,165,334 0 0 0 △2,039

（款）   2 下水道事業費 （項）   2 維持管理費 （単位 ： 千円）

節       

目

 1 流域関連公 192,515 △790 191,725 0 0 0 △790  2 給料 △648

共下水道維  4 共済費 △142

持管理費

 2 特定環境保 145,467 △567 144,900 0 0 0 △567  2 給料 △465

全公共下水  4 共済費 △102

道維持管理

費

計 341,241 △1,357 339,884 0 0 0 △1,357

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

区 分 金 額
説 明

国県支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源



１   　一　　 般　 　職

（１）　総　　括 （単位：千円）

職 員 数
（人）

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

13 0 62,373 48,655 111,028 19,841 130,869

13 0 65,141 48,676 113,817 20,448 134,265

0 0 △ 2,768 △ 21 △ 2,789 △ 607 △ 3,396

（単位：千円）

区 分
期末・勤勉
手 当

扶 養 手 当 地 域 手 当 通 勤 手 当 住 居 手 当 管理職手当
時間外勤務
手 当

休 日 勤 務
手 当

管理職員特
別勤務手当

特 殊 勤 務
手 当

退 職 手 当

補 正 後 21,271 2,340 0 1,178 384 564 10,334 80 0 0 12,504

補 正 前 21,271 2,340 0 1,178 384 585 10,334 80 0 0 12,504

比 較 0 0 0 0 0 △ 21 0 0 0 0 0

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

△ 2,768 △ 2,768 給与削減の状況

給料削減率
管理職手当削減率
実施時期

△ 21 △ 21

平成25年 7月 1日

職 員 手 当 給与削減措置による減少分 管理職手当の減

給 料 給与削減措置による減少分 給料の減

△ 6.65％（平均）
△ 5.0％

職 員 手 当
の 内 訳

区 分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説 明 備 考

補 正 後

補 正 前

比 較

給　 与　 費　 明　 細　 書

区 分
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考



（３）　給料及び職員手当の状況

　ア　職員一人当たり給与   イ　初任給 （単位：円）

※平均給与月額の基礎額（給料・扶養手当・地域手当・住居手当・通勤手当・管理職手当）

※国の制度は給与改定特例法による減額措置がない場合の金額

  ウ　級別職員数

７ 級 0 0.0

計 14 100.0

５ 級 1 7.7

６ 級 0 0.0

３ 級 2 15.4

４ 級 10 71.5

２ 級 0 0.0

計 13 100.0

平成25年1月１日現在

１ 級 1 7.7

６ 級 1 7.7

７ 級 0 0.0

４ 級 6 46.1

５ 級 0 0.0

３ 級 3 23.1

平成25年6月１日現在

１ 級 1 7.7

２ 級 2 15.4

0 0

区 分
一般行政職

職員数（人） 構成比（％）

大 学 卒 172,200 172,200

平 均 年 齢 ( 歳 ) 45.8
比　較

高 校 卒 0 0

大 学 卒

172,200

平成25年1月1日現在

平均給料月額(円) 355,927
補正前

高 校 卒 144,500 140,100

平均給与月額(円) 384,634

平均給与月額(円) 345,382
補正後

高 校 卒 144,500 140,100

平 均 年 齢 ( 歳 ) 38.1 大 学 卒 172,200

区 分 一般行政職
区　　分 一般行政職

国の制度

平成25年6月1日現在

平均給料月額(円) 322,482 一般行政職



　（級別の標準的な職務内容）

　行政職給料表級別標準職務表

職 務 の 級

１ 級

２ 級

３ 級

４ 級

５ 級

６ 級

７ 級

　エ　期末手当・勤勉手当 （単位：月分） 　オ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 （単位：月分）

　カ　その他の手当

区 分

扶養手当

住居手当

通勤手当

同

異 自宅に係る住居手当について異なる

異 通勤距離区に応じた金額について異なる

0.00 0.00 0.00

国の制度との異同 差異の内容

国 の 制 度 0.000 0.000 0.000
国 の 制 度
（支給率等）

0.00 0.00

支 給 率 等 -1.76 -2.39 -3.42 -3.42 0.00

定年前早期退職特例措置
（2～20％加算）

比　較
本 年 度 0.000 0.000 0.000

比　較

定年前早期退職特例措置
（2～20％加算）

国 の 制 度 1.900 2.050 3.950 有
国 の 制 度
（支給率等）

28.7875
補正前

支 給 率 等 30.55 41.34 59.28 59.28

38.955 55.86 55.86

55.86
定年前早期退職特例措置

（2～20％加算）

補正前
本 年 度 1.900 2.050 3.950 有

55.86
定年前早期退職特例措置

（2～20％加算）

国 の 制 度 1.900 2.050 3.950 有
国 の 制 度
（支給率等）

補正後
支 給 率 等 28.7875 38.955 55.86

28.7875 38.955 55.86
補正後

本 年 度 1.900 2.050 3.950 有

35年勤続の者 最 高 限 度 その他の加算措置等 備　　考
６月 １２月

　１　　課長、局長（議会事務局長を除く。）、所長（保育所長を除く。）、室長、支所長及び参事で相当の経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の
　　　　職務
　２　　部長及び議会事務局長の職務

　部長及び議会事務局長で相当の経験を有する者の行う職務

区 分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率 計

職制上の段
階、職務の
級等による
加 算 措 置

備 考 区 分 20年勤続の者 25年勤続の者

　職　　務　　の　　名　　称

　主事の職務

　主査の職務

　１　　主査の職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の職務
　２　　係長、保育所長及び主任主査の職務

　１　　係長、保育所長及び主任主査で相当の経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の職務
　２　　課長補佐、次長及び参事補佐の職務

　１　　課長補佐、次長及び参事補佐で相当の経験を有する者の行う職務又は職務の複雑、困難及び責任の度がこれらと同程度のものとして規則で定める職の職務
　２　　課長、局長（議会事務局長を除く。）、所長（保育所長を除く。）、室長、支所長及び参事の職務




